
第３章 検証及び防災対策への反映 

- 67 - 

 

 

 
 市町村は、避難所に職員を派遣するなど、必要とされる物資の把握に努め、道は情報連

絡職員をはじめ、支援職員や振興局経由で市町村からの要望を踏まえ、必要な物資を確保

できるよう対応した。 

 飲料水や食料、食器、下着、段ボールベットといった生活物資のほか、携帯電話や土の

う袋、高圧洗浄機、合板、消毒液といった応急対策用資機材が民間事業者から提供され、

被災者ニーズを満たした。 

 

 
民間事業者は、道や市町村との協定に基づき、支援物資を提供した。また、協定を締結

していない民間企業からも被災市町村に対し、様々な支援物資の提供があり、被災者の生

活環境の整備に貢献した。 

 

 
 市町村で備蓄していた非常食を住民に対し提供したが、住民から「味が飽きた」などの

声があり、１～２日間で備蓄品（アルファー化米）の配布を取りやめた例があった。 

 

 
 最低限必要な市町村の備蓄の量や種類が不十分であったことから、水や食料、毛布等の

物資が不足した避難所があり、避難者が不安を抱くこととなった。 

 

 
 道や市町村では、あらかじめ民間事業者と協定を締結し、定期的に協定締結事業者の担

当窓口の連絡先を確認するなど、連絡体制の確保に努めていたことから、支援物資の要望

があった際には、協定に基づいて、支援物資の速やかな調達が可能だった｡ 

 それに対して、市町村からの要請により、避難所に提供された支援物資（飲料水）が、

一定程度充足した後も、数日間は搬入され続けた。 

（供給先から避難所へ搬入されるまでの輸送時間があるので、支援物資が避難所に到着し

た時には、不要になっていたもの。） 

 

３ 評価できる事項、課題 

評価  道や市町村は、必要とされる物資の把握に努め、避難所のニーズに対応した 

評価  道や市町村は、民間事業者等からの無償支援物資を活用した 

課題  市町村で備蓄していた非常食が活用されない例もあった 

課題  水、食料、毛布等の物資が不足した避難所があった 

評価  道や市町村は、民間事業者との協定に基づき、速やかに支援物資の調達を実施 

課題 した一方、避難所に提供された物資が一定程度充足し始めた後も搬入され続けた 

   例があった 
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 道から物資の輸送事業者へ通行止めの箇所などの道路情報をあらかじめ情報提供したこ

とにより物資の円滑な輸送につながった。 

 なお、物資輸送においても、道と事業者との協定に基づいて実施した。 

 また、円滑な物資輸送が行われるよう、高速道路の無料化措置がとられた。 

 それに対して、物資を提供する側（道や振興局）と物資を受け入れる側との間で確認す

べき事項（必要な物資、量、搬入日・時間、搬入場所、受入担当者、連絡先、有償・無償の

別など）が整理されておらず、事務的なやりとりを複数回繰り返し、時間を要した。 

 

 

 

 

 

 
家庭、事業者に対して備蓄を奨励することが重要であり、それぞれが最低３日間、可能

であれば１週間分の生活必需品を準備する。そのためには、備蓄のためだけの食料だけで

はなく、家庭で日々使う食料等を「家庭内循環備蓄方式（ローリングストック方式）1」等

の方法で工夫しながら、備蓄体制が確保できるよう啓発する。 

また、避難した際に、各家庭・事業所の食料を持ち寄り、町内会や自治会、自主防災組

織において、炊き出しを行うことや、非常時に持ち出すには困難な物資や持ち出しが困難

な世帯があらかじめ考えられる場合には、町内会や自治会、自主防災組織において備蓄方

法を検討するなど、地域における備蓄体制を整備する必要がある。 

市町村においては、災害時に被災者が備蓄を活用できるよう、被災者ニーズを踏まえて、

備蓄場所、備蓄品目、配布方針を確認し、計画的な備蓄整備を進めていくことが必要であ

る。また、市町村の備蓄を補完するために、道においては、流通備蓄を実施するなど、住

民、事業者、市町村、道が一体となって、北海道全体で重層的に備蓄体制を充実すること

が必要である。 

 

 

                                                                                                                                                                         
1 普段の食事に利用する缶詰やレトルト食品などを少し多めに買い置きし、製造日の古いものから使

い、使った分は新しく買い足して、常に一定量の備えがある状態を保つ方式 

評価  道から輸送事業者に対して、道路の通行止め情報を事前に提供していたため、 

課題 支援物資の円滑な輸送ができた一方、道、振興局、市町村間の事務的なやりと 

   りで時間を要した面もあった 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

変化するニーズに対応した適切な物資調達・輸送の仕組みの整備 

提言①  住民、事業者、自治体各層における備蓄体制の確保 

     【道・市町村・住民・事業者】 
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長期の避難所生活を考慮した場合、非常食などの備蓄品のみではなく、食品、飲料水、

生活物資供給事業者などと物資の調達に関する協定の締結を推進するなど、住民のニーズ

に対応した食品等を確保することが必要である。 

また、確保した物資・資機材を確実に被災者のもとに届けるためには、物流や配送につ

いての環境整備も重要になることから、これらの事業者との協力関係構築に向けた協定締

結や、円滑に実施するための訓練を行っていくことが重要である。 

 

 
避難所の場所や連絡窓口、収容人数等の基礎データがあらかじめ把握し、避難所に至る

輸送ルートを検討できるなど、物資輸送を円滑に進めることができることから、災害時に

活用できる避難所のデータベースを作成することが必要である。 

また、避難所のニーズを的確に把握し、効率的かつ迅速に支援物資を避難所に届けるた

めに、物資の提供側（道、振興局）と受入側（市町村）それぞれが内部での役割分担や事

務手続きを明確にしておくとともに、提供側・受入側の両者の間でも事務手続きの明確化

が必要である。 

 

 
物資提供者から輸送事業者を経由して、被災者に確実に物資を提供するためには、避難

所にいたる物資輸送ルートを確保することが重要である。 

道路の被害や通行に関する情報を一元的に集約し、輸送事業者に提供することにより、

時間を喪失することなく、確実に避難所へ輸送することができる。 

また、大規模災害により道路や物流施設等が被災した場合には、戦略的な道路啓開方針

の策定や、トラック・鉄道・船舶といった複数の輸送手段を効果的に活用し、大量の支援

物資を避難所に確実に輸送するための体制を構築しなければならないことから、関係機関

との速やかな連携体制整備を目的とした、災害毎に応じた物資輸送経路図の作成が必要で

ある。 

 

 

 

 

提言②  食品・生活物資供給事業者等との協定締結の促進 

     【道・市町村】 

提言③  災害時に活用できる避難所データベースの作成及び効率的支援手続きの明

確化 

     【道・市町村】 

提言④  円滑な物資輸送を確保するための災害毎に応じた物資輸送経路図の作成 

     【道・関係機関】 
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道の配備体制と道災害対策本部等の設置基準 

 道では、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、応急対策活動等を実施するた

めに、災害対策本部等を設置することとされ、風水害に関する設置基準は表３－５－１の

とおり定められている。道ではこれらの基準に従い、災害の種類・規模に応じて、災害応

急対応を行う職員を配備している。 

 道災害対策連絡本部は、災害対策本部に円滑に移行できる組織として、下記の設置基準

に該当し、知事が必要と認めるときに設置することとされ、振興局では、市町村災害対策

本部等との連絡調整など、災害応急対策を円滑に実施するために必要な場合に、振興局長

が、災害対策地方連絡本部を設置することができるとされている。 

 一方、道災害対策本部は、災害対策基本法第２３条に基づく組織として、災害等が発生

し、又は発生するおそれがある場合において、下記の設置基準に該当し、知事が必要と認

めるときに設置することとされ、関係する振興局及び東京事務所には、道災害対策地方本

部を置くことができるとされている。 

  

 

 

■表３－５－１：道災害対策本部等の設置基準（風水害によるものを抜粋） 

配備区分 配備体制 設 置 基 準 

連絡本部

の設置前 

第１ 

非常配備 

・気象業務法に基づく気象、地象、地動及び水象に関する警報又

は情報等を受けたとき 

災害対策 

連絡本部 

第２ 

非常配備 

・大型台風の接近等で被害の発生が予想されるとき 

・住家の床上浸水又は全半壊等の被害若しくは人的被害が発生

し、さらに被害の拡大が予想されるとき 

・避難勧告、孤立集落の発生等により応急対策が必要なとき 

・交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生し、応急対策が必要

なとき 

災害対策 

本部 

第３ 

非常配備 

・特別警報（大雨・暴風・高潮・波浪）が発表されたとき 

・多くの住家又は人的被害が発生し、被害の拡大が予想されると

き 

・多くの地域で避難勧告、孤立集落等が発生し、応急対策が必要

なとき 

・多くの交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生し、応急対策

が必要なとき 

 

 

 

災害対策（地方）本部の体制と活動 

〈検証の視点：道の災害対策本部及び活動、災害対策本部における情報共有〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

検証項目５：災害対策本部の体制と活動 
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さらに、道災害対策本部には、特別の必要があると認めるときに、防災関係機関等へ職

員等の参集を要請し、初動対応の指揮命令を担う組織として、指揮室を設置することがで

き、設置場所は、専用室として平成２８年７月に供用を開始した、本庁舎地下１階危機管

理センターとなっている。また、道（振興局）においては、平成２８年５月に修正された

北海道地域防災計画に、道災害対策地方本部に指揮室を設置することができると規定され

た（図３－５－１参照）。 

 

 

 

■図３－５－１：道災害対策本部の組織 

 

 

 

道災害対策本部等の設置 

[８月１６日（火）] 

北海道地方は大気の状態が非常に不安定となり、江別市などに土砂災害警戒情報1が発表

                                                                                                                                                                         
1 土砂災害警戒情報とは、大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、土砂災害発生の危険度がさ

らに高まったときに、市町村長が避難勧告等の災害応急対応を適時適切に行えるよう、また、住民の

自主避難の判断の参考となるよう、対象となる市町村を特定して警戒を呼びかける情報で、道（振興

局）と気象台が共同で発表する。 

 

本部長

副本部長

本部員

警 察 本 部 長
教 育 長
会 計 管 理 者
公営企業管理者
危 機 管 理 監
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保健福祉部長
経 済 部 長
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建 設 部 長
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総 務 班

広 報 班

保健医療班

生活福祉班

産 業 班

建設土木班

本部連絡員

総 務 班

環境生活班

産業経済班

土木技術班

協 力 班

（東京事務所）

（北海道警察本部）

（北海道教育庁）

（知事）

（副知事）

統括・広報班

総務・庶務班

情 報 班

道路交通班

ライフライン・公共
交 通 機 関 班

救出・救助班

避難者対策班

応急医療班

特 命 班

指揮室北 海 道 総 合 通 信 局

北 海 道 開 発 局

北 海 道 運 輸 局

札 幌 管 区 気 象 台

第一管区海上保安本部

陸上自衛隊北部方面総
監 部

その他防災関係機関

北海道ﾍﾘｺﾌ゚ﾀー 等運用調整会
議（ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ等運用調整班）

（要請）

（参集）

現地本部

指揮室

地方本部

東京地方本部

災害警備本部

教育対策本部

該当総合振興局
又は振興局

災害の規模等により、迅速な初動
対応や関係機関との情報共有・
連携を図るため、初動対応の指
揮命令を担う指揮室を設置

本庁舎地下１階に指揮室設置のための
「危機管理センター」を整備し、H28.7.1から
供用開始。面積約450㎡（約136坪）
電話・FAX・ネットワーク回線、80インチ大型
モニター等活動用の備品を整備

室 長：副知事
副室長：危機管理監

災害情報や被害状況の分
析と対策活動の基本方針
を協議する本部員（本庁
テレビ会議室）会議を開催

２ 今回の主な対応 
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されたことから、道では、直ちに配備体制を敷き、本庁関係部局及び関係振興局（空知、

石狩、根室）において専任職員を配置するなど警戒体制をとった。 

[８月２０日（土）] 

その後、台風第７号の上陸や前線の停滞により大雨が継続し、住家の浸水等被害の拡大

や台風第１１号の上陸が予想されたことなどから、道（本庁）に道災害対策連絡本部を設

置し、警戒体制を強化するとともに、関係振興局等（空知、石狩、後志、渡島、上川、留

萌、オホーツク、十勝、釧路、根室、東京）に道災害対策地方連絡本部を設置し、市町村災

害対策本部等との連絡調整など災害応急対策を実施した。 

[８月２２日（月）] 

台風第１１号の上陸・通過に伴い多くの住家・人的被害が発生し、被害の拡大が予想さ

れたことから、道（本庁）に道災害対策本部、関係振興局等（空知、石狩、後志、胆振、日

高、渡島、上川、留萌、宗谷、オホーツク、十勝、釧路、根室、東京）に道災害対策地方本

部を設置した。また、初動体制に万全を期するため、初動対応の指揮命令を担う道災害対

策本部指揮室を道（本庁）に設置し、関係機関へ職員等の参集を要請した。 

[８月２４日（水）] 

 気象状況が小康状態になったことから、道災害対策本部を連絡本部へ移行し、引き続き

警戒体制を取った。 

[８月３０日（火）] 

４つ目の台風となる台風第１０号が夜には近づく見込みであることから、道の本庁各部

局及び振興局の幹部職員による緊急会議を開催し、今後の気象見通しや土砂災害、河川の

増水、暴風による被害など警戒すべき事項について情報共有するとともに、災害対応に万

全を尽くすことを確認するなど、警戒を強めた。こうした中、同日夜半に台風第１０号が

北海道に接近した。 

[８月３１日（水）] 

未明にかけて、十勝管内を中心に河川の増水に伴う橋梁落下が複数生じたほか、南富良

野町で市街地が浸水するなど、被害の拡大が予想されたことから、早朝に道（本庁）各部

の幹部職員を緊急招集し、道災害対策本部を設置するとともに、指揮室設置のため関係機

関へ職員等の参集を要請した。また、関係振興局等（日高、上川、十勝、東京）において、

道災害対策地方本部を設置した（表３－５－２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３章 検証及び防災対策への反映 

- 73 - 

 

■表３－５－２：道（本庁）の非常配備体制と気象状況・主な被害等 
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道災害対策本部指揮室での初動対応 

 道災害対策本部に併せて設置された道災害対策本部指揮室は本庁舎地下１階の専用室で

ある危機管理センターに設置し、庁内の関係部局の職員をはじめ、自衛隊、道警察、北海

道開発局、札幌管区気象台、第一管区海上保安本部、北海道運輸局、札幌市消防局が参集

するとともに、内閣府及び総務省消防庁からも職員が駆けつけ、一堂に会し、被害情報の

把握、一元的な情報共有、ヘリコプターによる人命の救助救出のための指示など関係機関

が連携し、応急対策を実施した。 

 危機管理センターは、平成２８年７月から供用を開始し、同月に道災害対策本部指揮室

を設置するための訓練を関係機関とともに実施していたことから、今回の災害時において

もスムーズに体制を構築することができた。 

 例えば、被災者の生活支援に係る避難者対策班と応急医療班や、人命の救出・救助に係

る救出・救助班とヘリコプター等運用調整班のように、連携を密にとる班を隣接して配置

することで、指揮室各班の情報共有機能や専門対応機能を効果的に活かすことができた。 

 一方で、指揮室の各班は、所掌事務があらかじめ決められていたが、具体的な業務の手

順が定められておらず、限られた情報や時間的な制約がある中で、通常業務とは異なる対

応を迫られる場面に直面し、自身の業務に戸惑いを感じる職員も一部で見られた。 

 

 

 
 

 

 

 

道災害対策本部指揮室 

 定期的に各班の班長が集まり、班長会議を

実施し、指揮室内の情報共有を図った 

 避難者対策班及び応急医療班において、医

療救護や避難所運営等に係る諸対策や協定締

結機関との連絡調整を実施 
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道災害対策本部本部員会議 

 道災害対策本部では、連絡本部を含め、本部員会議を計９回開催した。本部員会議は、

知事を本部長とし、副本部長である副知事、本部員である各部長に加え、テレビ会議シス

テムで各振興局と接続し、各振興局長も出席し、災害情報や被害状況の共有・分析と応急

対策活動の方針を協議した。 

本部員会議における、本部長（知事）からの具体的な指示は、台風第９号の上陸が迫っ

た連絡本部会議において、更なる被害の拡大が懸念される状況を踏まえた災害対策本部へ

の移行決定や、台風第１０号被害に対する災害救助法の適用を受けた、要配慮者への必要

措置や人命優先の応急対応等の指示、また、市町村災害対策本部へ派遣された道職員から

の報告を踏まえた、ライフラインの早急な復旧や道路・河川等の応急対策の実施、さらな

る専門職員の派遣といった優先的に対応すべき対策などであった。 

また、本部員会議には、防災関係機関も出席し、道警察からは行方不明者の捜索状況、

自衛隊からは災害派遣の実施状況、北海道開発局からは国道、国管理河川の被災状況や復

旧見込みに関する情報、札幌管区気象台からは台風の接近・通過見込みに関する情報の提

供、東日本高速道路からは、高速道路の通行状況等の提供があったほか、第一管区海上保

安本部、北海道運輸局、内閣府及び総務省消防庁などの関係機関が会議に出席し、被害状

況の把握や対応状況の確認を行った。 

 

 
 

 

 

 
← 災害対策本部長である知事（中）、

副本部長である副知事（左）、危機管

理監（右） 

→ テレビ会議システムで各振興局を接続し 

振興局長も会議に参加 

← 各部長のほか、関係機関も出席し、

会議を開催 
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道災害対策地方本部における活動等 

 約１か月に及ぶ大雨等災害では、職員は昼夜を問わず対応にあたった。道（本庁）の防

災担当部局では、交代要員を確保するなどローテーションを図り対応したものの、道（振

興局）においては、防災に専任で配置されている職員は３名であり、このほか管理職は他

の業務と兼任していることから、特定の職員が夜間に引き続き日中も勤務を継続するなど、

交代職員の確保が困難となり、一部の職員への負担が大きく、組織全体としての災害対応

の能力や体制の構築が課題となった。 

 また、道（振興局）における災害対策地方本部指揮室の設置については、平成２８年５

月に修正された地域防災計画に初めて規定されたが、設備や資機材が未整備であったこと

から、今回の大雨災害においては設置されず、地方本部内各班や関係機関との情報共有や

連携などの指揮命令機能は限定的となった（表３－５－３参照）。 

 また、今回の災害において、道（振興局）の果たす役割の重要性が再認識されたが、道

が策定した非常用電源に係る基準を下回る振興局があるなど、ハード面での課題が明らか

になった。 

 

 

■表３－５－３：道災害対策本部及び道災害対策地方本部における対応等 

 

 

 

 


